
‡ �CYPとは、カップルに対する避妊法の年間
総供給量です。

6,160万人
がIPPFの提供する
サービスを受けました 8人 

が貧しく、
脆弱な立
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1億
2,810万件 
の避妊関連以外の
サービスを提供しました

9,040万件
の避妊サービスを

提供しました

2億
1,850万件  

の性と生殖の
健康サービスを
提供しました＊
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不妊症 
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専門カウンセリング 
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人工妊娠中絶関連 
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HIV関連（性感染症を含む） 
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コミュニティをエンパワーして人々にサービスを提供する

2,550万人

3万
1,202カ所
IPPF独自の
サービス提供拠点 

85%
のサービス提供拠点は
コミュニティに根ざしています 

63%
が郊外や
農村部にあり 

10,174
もの公的・民間パートナーにIPPF
は避妊法（避妊具・薬）を提供しま
した

7,618カ所
の医療施設をIPPFは支
援し、性と生殖の健康サ
ービスを提供できるよう
整備しました

の若者が包括的性教育（CSE）プログラム
を修了しました

1,150万件

340万件

6億40万米ドル

1,510万

550万人

の意図しない妊娠を防ぎました†

の安全でない人工妊娠中絶を防ぎました†

の追加医療費を節減しました†

の障がい調整生存年数 （DALYs）損失を回
避しました†

が人道危機下でSRHサービスを受けました

IPPFの新型コロナウイルス感染症対応

IPPF 主要な成果 2020

2020年3月にサービス提供拠点の
90％がパンデミックのため閉鎖され、
同年11月に再開しました90%

IPPFアドボカシーチームの貢献によ
り、SRHRとジェンダー平等を擁護する
新型コロナウイルス感染症関連の政
策導入、法律の改正が24件ありました

24

カ国の加盟協会がデジタル対応の包
括的性教育（CSE）プログラムを提供し
ています67

† �これらの効果指標の数値は、マリー・ストー
プス・インターナショナルの「インパクト2
モデル（バージョン5）」を用いて算出しま 
した。＊	

＊�この数字には、IPPFが直接提供した1億4,320万件のサ
ービスと、IPPFが公的・民間医療機関とのパートナーシッ
プを通じて提供した7,520万件のサービスが含まれます。

§ �IPPFが報告する近代的避妊法の初回使用者数は、53のFP2020 
重点対象国におけるものであり、2012年から2020年までに近代
的避妊法の初回使用者数を6,000万人にするというIPPF目標に従
います。

‡‡ �7つの加盟協会が、オンライン診療
のための13のバーチャル・サービ
ス提供拠点があると報告しました。

青少年 貧しい人々 被災者・
避難民

障がい者 ジェンダーに
基づく暴力を

くぐり抜けた人々

HIV陽性者 セックスワーカー 多様な性と
ジェンダーの

グループ

成果早見表 2020活動一覧
2020年の主な活動成果

133

国際家族計画連盟（IPPF）
について
IPPFは世界のすべての人々の性と生殖の健康
と権利（SRHR）を守るために政策提言と関連サ
ービス提供を行う国際NGOです。
世界140カ国以上で、コミュニティと個人のた
めに、コミュニティと個人と共に活動する各国
の組織をとりまとめる連盟です。

136      
もの、性と生殖の健康と権利
を擁護し、ジェンダー平等を
促進する法律と政策の改正
に、IPPFのアドボカシー活動
が寄与しました

2億
1,850万件      
の性と生殖の健康サービス
を提供しました

45%      
のサービスを25歳未満の若
者に提供しました

2,680万件      
のCYP（カップルに対する避
妊法の年間総供給量）‡

の加盟協会と連携パートナー団体が
6つの地域で活動しています

�100カ国の
政府が

性と生殖の権利と
ジェンダー平等を
尊重し、擁護し、

実現する

136
の政策・法律の修正や改定
にIPPFの政策提言活動が貢
献し、SRHRの擁護と推進し、
ジェンダー平等の促進に寄
与しました

752
の若者と女性団体がSRHR
のために行動し、IPPFが支
援しました

7つ  
の本部・地域事務局 

3万3,075人 のスタッフが連盟全体
で活動しています

81% の加盟協会で、1名以上の若者が理事会
に参加しています

75% の使途制限のない活動資金は性と生殖の
健康ニーズの最も高い加盟協会に提供さ
れました

53% の現地収入（加盟協会*による創出分）
は、社会的企業活動を通じたものです

結束し成し遂げる

成
果

 1

�10億人が
自由意思に
基づいて

性と生殖の
健康と権利を
追求できる

 2,550万人
の若者が包括的性教育（CSE）
プログラムを修了しました 

 15万4,692人
のトレーナーを加盟協会で
養成し、若者への包括的性
教育（CSE）を提供し、トレー
ナーを養成できるようにな
りました 

�1つに団結した、
能力の高い、

説明責任を果たす
連盟となる

1億6,610万
米ドルの資金をIPPFが確保
しました

2億1,590万
米ドルを、IPPFが使途制限の
ない活動資金を提供する加
盟協会が、その活動資金に
加えて自国で確保しました

6%
のIPPFが確保した使途制限
のない活動資金が、IPPFの
業績評価システムで高評価
を得た加盟協会に提供され
ました

31万6,798人 
がIPPFボランティアとして活
動しています

74% 
の加盟協会で、IPPFから受
ける使途制限のない資金
は、それらの総収入の50%
に過ぎません

�20億件の
包括的で質の

高いSRHサービス
を、IPPFと連携
パートナーが

提供する

1億4,320万件
SRHサービスを提供しました

2,680万
のCYP（カップルに対する避
妊法の年間供給量）‡

550万人§
が初めて近代的避妊法を利
用しました

69%
のサービス利用者がIPPFを
家族や友人に勧めると答え
ています

7,520万件
のSRHサービスを間接的に
提供しました

成
果

 2

成
果

 3

成
果

 4

33

39

11 26

15

9

* IPPFが使途制限のない活動資金を拠出している加盟協会

550万人
が人道危機下で性と生殖の
健康サービスを受けました

電話 +44 (0)20 7939 8200	 電子メール info@ippf.org 
ホームページ www.ippf.org	 ツイッター @ippf

IPPFと加盟協会への寄付などのご支援に
ついてのお問合せは、IPPFホームページ

（www.ippf.org/jp）、IPPF本部（英国、ロ
ンドン）までお願いします。
2021年7月国際家族計画連盟（IPPF）発行
4 Newhams Row, London SE1 3UZ 
United Kingdom
英国慈善団体登録番号No. 229476
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政策・法律改正の実現実績2020
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136件
IPPFは136件の政策・法律改正の実現
に貢献し、性と生殖の健康と権利を擁
護・推進しました。

IPPFはより多くの人がサービスを受けられるよう、性と生殖の権利とジェンダー平等を推進し、スティグマ（社会的汚名）と差別をなくす
ため、アドボカシー（政策提言）活動を通じて働きかけています。IPPFのアドボカシーは、何百万という人々の生活に大きな違いをもたら
しています。IPPFは、法律と政策が性と生殖の健康と権利（SRHR）を擁護するものとなるよう、その策定と改正を促し、侵害するものには
抗議の声を上げます。

IPPFコロンビア
（Profamilia） 

 
2020年に、コロンビアの人工妊娠
中絶を刑法上の犯罪とするよう、反
中絶運動が提訴しました。
Profamiliaはこの脅威に対し、性と
生殖の権利の専門家として反訴し、
広く支援を呼びかけました。
憲法裁判所は、科学的根拠に基づ
いたProfamiliaの意見を採用し、
元の訴訟を棄却しました。
反中絶派による訴訟がこのまま進
んでいたら、コロンビアの人々の中
絶の権利に壊滅的なダメージを与
えたかも知れません。

IPPFウガンダ
（RHU） 

 
2020年11月、RHUとそのパート
ナー団体の活動によって、国家薬
品局の認可を受けられるようにな
り、1万軒の町の薬局で注射式避妊
法を提供できることになりました。
薬局は人々が通いやすく、営業時
間も長いため、人気が高く、求めや
すい価格の注射式避妊法をいつで
も利用できるようになります。
これは以前、9,000人の女性に薬
局で注射式避妊法を提供したパイ
ロット・プロジェクトの結果を踏まえ
ています。9,000人のうち、17%の
女性はそれまでいかなる避妊法も
使用したことがなく、全体の36%が
25歳未満でした。

IPPFアルバニア
（ACPD） 

 
ACPDとそのパートナー団体の粘
り強いアドボカシー活動の結果、ア
ルバニア保健省は2020年2月に、
非常事態下で医療従事者がドメス
ティック・バイオレンス（DV）とジェ
ンダーに基づく暴力（GBV）のリス
クを最小にするための標準プロト
コルの改正を正式に承認しました。
ACPDが中心になって非常事態下
のケア提供に関するガイドライン
の策定プロセスを進め、標準プロト
コルの草案に貢献し、主要なステー
クホルダーと共にラウンドテーブ
ル、政策対話、啓発活動などのアド
ボカシー活動をしました。

IPPFネパール
（FPAN） 

 
ネパール教育省は2020年、高校に
通う思春期の学生への包括的性教
育（CSE）を全国で教育課程に統合
する決定をしました。
ネパールの若者が自分で決断す
るための情報と知識を得られるよ
う、FPANは年齢に応じた包括的性
教育の教育課程への統合を求めて
活動してきました。
FPANはまた、全国レベルの包括的
性教育専門家ワーキンググループ
のリーダーとして活動し、国家教育
計画の第1稿にフィードバックを提
出しました。

IPPFインドネシア
（IPPA）

 
インドネシア政府は2020年にパン
デミック下で女性の権利を差別と
ジェンダーに基づく暴力から守る
ための指針を承認しました。
IPPAは指針の策定に積極的に関与
しました。
完成した指針は、今後、人道危機と
災害下でジェンダーに基づく暴力
の予防と対応をするすべての医療
関係者とステークホルダーにとっ
て、重要な資料になるでしょう。指
針の内容は、IPPFの緊急対応必須
サービスパッケージ（MISP）でもカ
バーしています。

IPPF欧州地域
（ENRO）

 
欧州議会（EC）が2020年11月に採択したEUジェンダ
ー行動計画（Gender Action Plan、GAP）IIIは、性と生
殖の健康と権利（SRHR）をジェンダー平等の実現に欠
かせない要素とし、GAPの中心を成す柱の一つとしま
した。
さらに、性と生殖の健康と権利は、支柱である教育部門
の中でも主流化され、特に包括的性教育が大きく取り
上げられたほか、保健部門の支柱では、ユニバーサル・
ヘルス・カバレッジ（UHC）の文脈で、その促進が言及
されました。
行動計画はさらに、欧州連合（EU）の開発援助の出資
目標としてジェンダー平等を掲げ、EUパートナーであ
る各国への目標額を決定しました。
IPPF ENROは、ECとEU加盟国で回覧する性と生殖の
健康と権利に関する政策方針書の草稿を作成するな
ど、新しい行動計画の採択に貢献しました。

IPPF
（グローバル）

 
2020年の第42回国連人権理事会（HRC）で採択された
女子に対するあらゆる形態の差別撤廃に関する決議で
は、複数の要因による差別、インターセクショナルな差別

（複数の形態が重なる差別）に焦点が当てられました。
決議文に「からだの自己決定権」が加えられたこと
で、HRCの年次会議で初めて、全会一致で権利として
認められました。
決議では無条件に性と生殖の健康と権利を認めただけ
でなく、性と生殖の健康への権利についても書いてい
ます。このように、明確に性と生殖の健康と権利につい
て決議文で言及したのも初めてです。
IPPFは決議を提出した加盟国と市民社会組織のパート
ナーと緊密に連携し、決議案の共同折衝とアウトリーチ
活動を行い、性と生殖の健康と権利とインターセクショ
ナルな差別についての文言ができるだけ強く反映され
るよう尽力しました。

IPPFスーダン
（SFPA） 

 
2020年4月、スーダン政府は女性
性器切除（FGM）を非合法とする新
法を承認しました。この法律の下で
は、FGMを行った場合、最長3年間
の懲役が課せられます。
スーダンは世界でもFGMの実施
率が高い国で、14-49歳の女性の
87%が何らかの形でFGMを受け
ていると推定されています。
SFPAはこれまで何年間も、議員へ
のロビー活動や地域のコミュニテ
ィ指導者との連携などのアドボカ
シー活動を続け、スーダンでFGM
撤廃を受け入れる政治的、社会的
環境を整えてきました。

 106  �の法律改正を  53  の国で実現 

23
7

の地域レベル
の変化

のグローバル
レベルの変化

HIV陽性者
の支援1

若者への教育と
サービス16

性とジェンダー
の多様性の促進4避妊法への

アクセス11

危機下で性と生殖
の健康ケアが受け
られるようにする14性と生殖の

権利の促進19
児童婚の根絶1

SRHサービス
へのアクセス27

ジェンダー平等
の促進9

安全で合法な人
工妊娠中絶への
アクセス1415

避妊法を含む性
と生殖の健康へ
の拠出5

権利擁護の最前線で
アドボカシー活動の成果（国別、2020）

性とジェンダー 
に 基 づ く 暴 力

（SGBV）の防止

凡例

IPPF 地域事務局
アメリカ・カリブ海地域
アフリカ地域
アラブ地域
東・東南アジア・大洋州地域
欧州地域
南アジア地域
2020年度にアドボカシーの成果
を報告したが、その後、IPPFの加
盟協会でなくなった組織
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